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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第74期

第２四半期累計期間
第75期

第２四半期累計期間
第74期

会計期間
自 2022年４月１日
至 2022年９月30日

自 2023年４月１日
至 2023年９月30日

自 2022年４月１日
至 2023年３月31日

売上高 (千円) 4,547,155 5,997,370 13,306,384

経常利益 (千円) 206,083 512,164 1,138,228

四半期(当期)純利益 (千円) 163,746 350,810 799,732

持分法を適用した場合の
投資損失（△）

(千円) △10,233 △723 △27,958

資本金 (千円) 954,000 954,000 954,000

発行済株式総数 (千株) 1,452 1,452 1,452

純資産額 (千円) 5,879,870 7,286,960 6,679,336

総資産額 (千円) 14,220,593 17,094,696 17,286,599

１株当たり四半期
(当期)純利益金額

(円) 116.95 250.53 571.14

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) ― ― ―

１株当たり配当額 (円) ― ― 60.00

自己資本比率 (％) 41.3 42.6 38.6

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △497,011 △436,840 △91,123

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 29,889 △41,284 71,263

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △61,849 △77,828 △157,939

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(千円) 4,148,260 3,943,666 4,498,922
 

 

回次
第74期

第２四半期会計期間
第75期

第２四半期会計期間

会計期間
自 2022年７月１日
至 2022年９月30日

自 2023年７月１日
至 2023年９月30日

１株当たり四半期純利益金額 (円) 138.95 123.49
 

(注) １．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。

２. １株当たり四半期（当期）純利益金額の算定上の基礎となる株式の期中平均株式については、「株式給付信

託（BBT）」制度に関する信託口が保有する当社株式を自己株式に含めて計算しております。
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２ 【事業の内容】

 

当第２四半期累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれる事業の内容に重要

な変更はありません。

　また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第２四半期累計期間における、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資

者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリス

ク」についての重要な変更はありません。

 

 

２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 経営成績の分析

当第２四半期累計期間におけるわが国経済は、新型コロナウイルス感染症が５類に移行し、正常化に向けた緩

やかな回復の兆候が見られました。しかしながら、不透明な国際情勢や欧米諸国の景気減速懸念、世界的なイン

フレを背景とした物価の上昇により、引き続き製品・部品の調達困難な状況と価格の高止まりは継続しており、

依然として先行き不透明な状況で推移しました。

このような経済情勢の下、当社は全社を挙げて業績の確保に努めました結果、生産機械部門の大型プロジェク

トが売上に貢献し、当第２四半期累計期間の業績は売上高59億９千７百万円（前年同四半期45億４千７百万円、

31.9％増）と増収になりました。

利益面では、原材料費や人件費、販売活動費用の増加等を売上増と生産性向上により吸収し、営業利益４億２

千４百万円（前年同四半期１億１千７百万円、260.2％増）、経常利益５億１千２百万円（前年同四半期２億６百

万円、148.5％増）、四半期純利益３億５千万円（前年同四半期１億６千３百万円、114.2％増）と増益になりま

した。

各セグメント別の業績は次のとおりであります。

包装機械部門におきましては、営業訪問や展示会への出展等積極的な営業活動を行いましたが、部品調達困難

な状況も影響し、当第２四半期累計期間の売上高は16億６千３百万円（前年同四半期17億８千万円、6.6％減）と

なりました。また利益面でも、原材料費の高止まりによる原価率の上昇や人件費、販売活動費用の増加等による

固定費負担が増加したため、セグメント損失１億８千４百万円（前年同四半期セグメント損失１億１百万円）と

なりました。

生産機械部門におきましては、大型プロジェクト中心の堅調な受注残により、当第２四半期累計期間の売上高

は43億３千３百万円（前年同四半期27億６千６百万円、56.7％増）、セグメント利益９億９百万円（前年同四半

期５億８百万円、78.9％増）となりました。

また、共通費は３億１百万円（前年同四半期２億８千９百万円、4.2％増）となりました。

 

 
 

 

EDINET提出書類

株式会社　東京自働機械製作所(E01534)

四半期報告書

 4/23



 

(2) 財政状態の分析

（資産）

流動資産は、前事業年度末に比べて5.1％減少し、116億７千８百万円となりました。これは、商品及び製品が

５億１千４百万円増加したのに対し、現金及び預金が５億５千５百万円、受取手形、売掛金及び契約資産が４億

６千６百万円それぞれ減少したことなどによります。

　固定資産は、前事業年度末に比べて8.6％増加し、54億１千６百万円となりました。これは、繰延税金資産が

１億２千９百万円減少したのに対し、投資有価証券が４億９千６百万円増加したことなどによります。

　この結果、総資産は、前事業年度末に比べて1.1％減少し、170億９千４百万円となりました。

 

（負債）

流動負債は、前事業年度末に比べて9.8％減少し、77億５千万円となりました。これは、短期借入金が１億円

増加したのに対し、前受金が５億４千５百万円、未払法人税等が２億１千万円、賞与引当金が１億９千３百万円

それぞれ減少したことなどによります。

　固定負債は、前事業年度末に比べて1.9％増加し、20億５千７百万円となりました。これは、長期借入金が７

千４百万円減少したのに対し、リース債務が５千４百万円、退職給付引当金が２千８百万円それぞれ増加したこ

となどによります。

　この結果、負債合計は、前事業年度末に比べて7.5％減少し、98億７百万円となりました。

 

（純資産）

純資産合計は、前事業年度末に比べて9.1％増加し、72億８千６百万円となりました。これは、その他有価証

券評価差額金が３億４千３百万円、利益剰余金が２億６千４百万円それぞれ増加したことなどによります。

 

 

 

(3) キャッシュ・フローの状況

当第２四半期会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）の残高は、前事業年度末に比

べて５億５千５百万円減少し、39億４千３百万円となりました。

　当第２四半期累計期間における各キャッシュ・フローの状況は次のとおりであります。

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動の結果使用した資金は、４億３千６百万円（前年同四半期比12.1％減）となりました。これは主に売

上債権の減少５億２千１百万円や税引前四半期純利益５億１千２百万円などによる増加と、棚卸資産の増加５億

８千９百万円や前受金の減少５億４千５百万円などによる減少の結果であり、前年同四半期に比べて６千万円の

資金の増加となりました。

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー）　

投資活動の結果使用した資金は、４千１百万円（前年同四半期は２千９百万円のキャッシュ・イン）となりま

した。これは主に保険積立金の積立による支出２千３百万円や有形固定資産の取得による支出１千５百万円など

による減少の結果であり、前年同四半期に比べて７千１百万円の資金の減少となりました。

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー）　

財務活動の結果使用した資金は、７千７百万円（前年同四半期比25.8％増）となりました。これは主に短期借

入金の増加１億円などによる増加と、配当金の支払額８千５百万円や長期借入金の返済による支出６千万円など

による減少の結果であり、前年同四半期に比べて１千５百万円の資金の減少となりました。
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(4) 優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

当第２四半期累計期間において、当社の事業上及び財務上の優先的に対処すべき課題に重要な変更及び新たに生

じた課題はありません。

 

 

(5) 研究開発活動

当第２四半期累計期間の研究開発費の総額は２千６百万円であります。

　

　

 
３ 【経営上の重要な契約等】

当第２四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 4,000,000

計 4,000,000
 

 
 

② 【発行済株式】

 

種類
第２四半期会計期間末
現在発行数(株)
(2023年９月30日)

提出日現在発行数(株)
(2023年11月14日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 1,452,000 1,452,000
東京証券取引所
スタンダード市場

単元株式数は
100株であります

計 1,452,000 1,452,000 ― ―
 

 
 
(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

　

　　

② 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

 

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

2023年７月１日～
2023年９月30日

― 1,452,000 ― 954,000 ― 456,280
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(5) 【大株主の状況】

2023年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式(自己株式を
除く。)の総数に対する
所有株式数の割合(％)

(株)ＳＢＩ証券 東京都港区六本木１丁目６番１号 86 6.04

明治安田生命保険(相) 東京都千代田区丸の内２丁目１番１号 77 5.40

みずほ信託銀行(株) 東京都千代田区丸の内１丁目３番３号 69 4.83

(株)みずほ銀行 東京都千代田区大手町１丁目５番５号 65 4.54

東自協会持株会 東京都千代田区岩本町３丁目10番７号 48 3.38

(株)三菱ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内２丁目７番１号 46 3.20

(株)商工組合中央金庫 東京都中央区八重洲２丁目10番17号 40 2.78

佐藤　康公 東京都新宿区 39 2.76

(株)日本カストディ銀行
 （信託Ｅ口）

東京都中央区晴海１丁目８番12号 37 2.62

竹内　理人 東京都世田谷区 35 2.43

計 ― 546 37.98
 

(注) １．みずほ信託銀行(株)の所有株式数のうち、信託業務に係る株式数はありません。

２．(株)日本カストディ銀行（信託Ｅ口）が所有する37千株は、「株式給付信託（BBT）」制度に係るもの

　　であります。なお、当該株式は持株比率の計算上、自己株式数に含まれておりません。
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(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

   2023年９月30日現在
 

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)

(自己保有株式)
普通株式 14,200
 

― ―

(相互保有株式)
普通株式 32,700
 

― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 1,393,500
 

13,935 ―

単元未満株式 普通株式 11,600
 

― ―

発行済株式総数 1,452,000 ― ―

総株主の議決権 ― 13,935 ―
 

(注) １．上記「完全議決権株式(その他)」の中には、証券保管振替機構名義の株式が200株含まれております。

また、「議決権の数」の欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数２個が含まれております。

２．上記「完全議決権株式(その他)」の中には、「株式給付信託（BBT）」により、(株)日本カストディ銀行

　　（信託Ｅ口）が保有する当社株式37,600株が含まれております。　　

 
 
② 【自己株式等】

2023年９月30日現在
 

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総数
に対する所有
株式数の割合(％)

(自己保有株式)

㈱東京自働機械製作所

東京都千代田区岩本町
３丁目10番７号

14,200 ― 14,200 0.98

(相互保有株式)

東京施設工業㈱

千葉県富里市七栄字
南新木戸538番地２

32,700 ― 32,700 2.25

計 ― 46,900 ― 46,900 3.23
 

(注)　「株式給付信託（BBT）」により、(株)日本カストディ銀行（信託Ｅ口）が保有する当社株式37,600株は、

　　　 上記自己保有株式に含まれておりません。

　　

 
　

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１．四半期財務諸表の作成方法について

当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令第63

号)に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期会計期間(2023年７月１日から2023年９月

30日まで)及び第２四半期累計期間(2023年４月１日から2023年９月30日まで)に係る四半期財務諸表について、東陽監

査法人による四半期レビューを受けております。

 

３．四半期連結財務諸表について

「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第64号）第５条第２項によ

り、当社では、子会社の資産、売上高、損益、利益剰余金及びキャッシュ・フローその他の項目からみて、当企業集

団の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する合理的な判断を妨げない程度に重要性が乏しいもの

として、四半期連結財務諸表は作成しておりません。

  なお、資産基準、売上高基準、利益基準及び利益剰余金基準による割合は次のとおりであります。

    ①  資産基準                         0.34%

    ②  売上高基準                    　 0.03%

    ③  利益基準                         0.11%

    ④  利益剰余金基準                   0.50%

   ※会社間項目の消去前の数値により算出しております。
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１ 【四半期財務諸表】

(1) 【四半期貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前事業年度

(2023年３月31日)
当第２四半期会計期間
(2023年９月30日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 4,653,922 4,098,666

  受取手形、売掛金及び契約資産 4,080,315 3,614,033

  電子記録債権 266,362 211,142

  商品及び製品 437,951 952,684

  仕掛品 1,336,783 1,408,989

  原材料及び貯蔵品 15,418 17,960

  その他 1,564,313 1,429,894

  貸倒引当金 △54,552 △54,707

  流動資産合計 12,300,514 11,678,664

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物 1,846,709 1,846,709

    減価償却累計額 △1,524,080 △1,540,784

    建物（純額） 322,629 305,925

   構築物 228,834 228,834

    減価償却累計額 △218,792 △219,182

    構築物（純額） 10,041 9,651

   機械及び装置 1,798,089 1,798,089

    減価償却累計額 △1,753,157 △1,759,515

    機械及び装置（純額） 44,931 38,573

   車両運搬具 8,809 8,809

    減価償却累計額 △8,809 △8,809

    車両運搬具（純額） 0 0

   工具、器具及び備品 241,117 254,619

    減価償却累計額 △229,580 △232,182

    工具、器具及び備品（純額） 11,537 22,437

   土地 1,512,578 1,512,578

   リース資産 356,111 419,565

    減価償却累計額 △167,301 △178,786

    リース資産（純額） 188,810 240,778

   有形固定資産合計 2,090,528 2,129,944

  無形固定資産 46,121 41,809

  投資その他の資産   

   投資有価証券 1,885,026 2,381,875

   関係会社株式 14,093 14,093

   繰延税金資産 129,303 －

   その他 921,011 948,419

   貸倒引当金 △100,000 △100,110

   投資その他の資産合計 2,849,434 3,244,277

  固定資産合計 4,986,084 5,416,031

 資産合計 17,286,599 17,094,696
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           (単位：千円)

          
前事業年度

(2023年３月31日)
当第２四半期会計期間
(2023年９月30日)

負債の部   

 流動負債   

  支払手形及び買掛金 2,933,673 2,980,516

  短期借入金 － 100,000

  1年内返済予定の長期借入金 157,750 171,250

  リース債務 52,442 55,241

  未払法人税等 394,287 183,354

  前受金 4,137,013 3,591,591

  賞与引当金 516,246 322,653

  品質保証引当金 98,723 97,790

  その他 297,589 247,785

  流動負債合計 8,587,726 7,750,182

 固定負債   

  長期借入金 762,400 688,400

  リース債務 133,747 187,799

  退職給付引当金 984,708 1,013,454

  役員株式給付引当金 33,956 38,633

  繰延税金負債 － 22,387

  その他 104,724 106,877

  固定負債合計 2,019,536 2,057,553

 負債合計 10,607,262 9,807,736

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 954,000 954,000

  資本剰余金 456,280 456,280

  利益剰余金 4,426,411 4,690,942

  自己株式 △88,499 △89,114

  株主資本合計 5,748,193 6,012,109

 評価・換算差額等   

  その他有価証券評価差額金 931,143 1,274,851

  評価・換算差額等合計 931,143 1,274,851

 純資産合計 6,679,336 7,286,960

負債純資産合計 17,286,599 17,094,696
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(2) 【四半期損益計算書】

【第２四半期累計期間】

           (単位：千円)

          前第２四半期累計期間
(自 2022年４月１日
　至 2022年９月30日)

当第２四半期累計期間
(自 2023年４月１日
　至 2023年９月30日)

売上高 4,547,155 5,997,370

売上原価 3,576,057 4,633,241

売上総利益 971,098 1,364,128

販売費及び一般管理費 ※1  853,300 ※1  939,870

営業利益 117,797 424,257

営業外収益   

 受取利息 6 13

 受取配当金 28,059 32,872

 受取賃貸料 87,818 87,612

 雑収入 10,801 10,534

 営業外収益合計 126,685 131,032

営業外費用   

 支払利息 4,266 4,768

 不動産賃貸費用 32,822 35,460

 雑支出 1,311 2,897

 営業外費用合計 38,399 43,126

経常利益 206,083 512,164

特別利益   

 投資有価証券売却益 34,626 －

 特別利益合計 34,626 －

税引前四半期純利益 240,710 512,164

法人税等 76,963 161,354

四半期純利益 163,746 350,810
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(3) 【四半期キャッシュ・フロー計算書】

           (単位：千円)

          前第２四半期累計期間
(自 2022年４月１日
　至 2022年９月30日)

当第２四半期累計期間
(自 2023年４月１日
　至 2023年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

 税引前四半期純利益 240,710 512,164

 減価償却費 55,779 56,770

 貸倒引当金の増減額（△は減少） △230 264

 賞与引当金の増減額（△は減少） △16,100 △193,592

 品質保証引当金の増減額（△は減少） 9,377 △933

 退職給付引当金の増減額（△は減少） 14,878 28,746

 役員株式給付引当金の増減額（△は減少） 3,252 4,677

 受取利息及び受取配当金 △28,065 △32,886

 支払利息 4,266 4,768

 為替差損益（△は益） △1,067 △698

 投資有価証券売却損益（△は益） △34,626 －

 その他の損益（△は益） △1,320 △2,334

 売上債権の増減額（△は増加） 824,340 521,502

 棚卸資産の増減額（△は増加） △681,464 △589,481

 仕入債務の増減額（△は減少） △19,674 46,843

 未収消費税等の増減額（△は増加） △83,561 156,000

 前渡金の増減額（△は増加） △817,670 △9,226

 その他の資産の増減額（△は増加） 26,556 3,873

 前受金の増減額（△は減少） 100,329 △545,422

 未払費用の増減額（△は減少） △1,067 △17,981

 預り金の増減額（△は減少） △1,063 △732

 その他の負債の増減額（△は減少） △29,200 △34,266

 その他 1,150 －

 小計 △434,471 △91,944

 利息及び配当金の受取額 28,065 32,886

 利息の支払額 △4,206 △4,539

 法人税等の支払額 △86,399 △373,243

 営業活動によるキャッシュ・フロー △497,011 △436,840
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           (単位：千円)

          前第２四半期累計期間
(自 2022年４月１日
　至 2022年９月30日)

当第２四半期累計期間
(自 2023年４月１日
　至 2023年９月30日)

投資活動によるキャッシュ・フロー   

 有形固定資産の取得による支出 △16,875 △15,093

 有形固定資産の売却による収入 3,240 －

 無形固定資産の取得による支出 △1,400 △875

 投資有価証券の取得による支出 △1,415 △1,450

 投資有価証券の売却による収入 68,400 －

 保険積立金の積立による支出 △22,102 △23,855

 その他の支出 △106 △20

 その他の収入 148 10

 投資活動によるキャッシュ・フロー 29,889 △41,284

財務活動によるキャッシュ・フロー   

 短期借入金の純増減額（△は減少） 100,000 100,000

 長期借入金の返済による支出 △76,300 △60,500

 リース債務の返済による支出 △28,033 △30,268

 割賦債務の返済による支出 △714 △595

 自己株式の取得による支出 △108 △614

 配当金の支払額 △56,694 △85,850

 財務活動によるキャッシュ・フロー △61,849 △77,828

現金及び現金同等物に係る換算差額 1,067 698

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △527,904 △555,255

現金及び現金同等物の期首残高 4,676,165 4,498,922

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1  4,148,260 ※１  3,943,666
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【注記事項】

(継続企業の前提に関する事項)

　該当事項はありません。

 

 

 

(四半期財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理)

 
当第２四半期累計期間

(自　2023年４月１日　至　2023年９月30日)

(税金費用の計算)

税金費用については、当第２四半期会計期間を含む事業年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後

の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。
 

 

 

 

 

(四半期貸借対照表関係)

　   四半期会計期間末日満期手形等の会計処理については、満期日に決済が行われたものとして処理しております。

なお、当第２四半期会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期会計期間末日満期手形等を満期日

に決済が行われたものとして処理しております。

 

 
前事業年度

(2023年３月31日)
当第２四半期会計期間
(2023年９月30日)

受取手形 －千円 33千円

電子記録債権 －千円 280千円
 

 
 
 
 
(四半期損益計算書関係)

※１  販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次のとおりであります。

 

 
前第２四半期累計期間
(自 2022年４月１日
至 2022年９月30日)

当第２四半期累計期間
(自 2023年４月１日
至 2023年９月30日)

給料 305,442千円 314,075千円

賞与引当金繰入額 112,576千円 122,354千円

退職給付費用 21,264千円 21,660千円

研究開発費 28,875千円 26,740千円

役員株式給付引当金繰入額 4,274千円 4,677千円

貸倒引当金繰入額 △230千円 154千円
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(四半期キャッシュ・フロー計算書関係)

※１ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次のとおり

であります。

 

 
前第２四半期累計期間
(自 2022年４月１日
至 2022年９月30日)

当第２四半期累計期間
(自 2023年４月１日
至 2023年９月30日)

現金及び預金 4,303,260千円 4,098,666千円

預入期間が３か月を超える
定期預金

△155,000千円 △155,000千円

現金及び現金同等物 4,148,260千円 3,943,666千円
 

 

 

 
(株主資本等関係)

前第２四半期累計期間(自 2022年４月１日 至 2022年９月30日)

１．配当金支払額

 

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2022年６月29日
定時株主総会

普通株式 57,526 40 2022年３月31日 2022年６月30日 利益剰余金
 

(注) 配当金の総額には、「株式給付信託（BBT）」制度において設定した信託（信託Ｅ口）に対する配当金

　  1,531千円が含まれております。

 
２．基準日が当第２四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期会計期間の末日後とな

るもの

　該当事項はありません。

 

３．株主資本の著しい変動

　株主資本の金額は、前事業年度末日と比較して著しい変動がありません。

 

 

当第２四半期累計期間(自 2023年４月１日 至 2023年９月30日)

１．配当金支払額

 

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2023年６月28日
定時株主総会

普通株式 86,279 60 2023年３月31日 2023年６月29日 利益剰余金
 

(注) 配当金の総額には、「株式給付信託（BBT）」制度において設定した信託（信託Ｅ口）に対する配当金

　  2,256千円が含まれております。

 
２．基準日が当第２四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期会計期間の末日後とな

るもの

　該当事項はありません。

 

３．株主資本の著しい変動

　株主資本の金額は、前事業年度末日と比較して著しい変動がありません。
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(持分法損益等)

 

 
前事業年度

(2023年３月31日)
当第２四半期会計期間
(2023年９月30日)

関連会社に対する投資の金額 12,693千円 12,693千円

持分法を適用した場合の投資の
金額

368,582千円 383,042千円
 

 

 
前第２四半期累計期間
(自 2022年４月１日
至 2022年９月30日)

当第２四半期累計期間
(自 2023年４月１日
至 2023年９月30日)

持分法を適用した場合の
投資損失（△）の金額

△10,233千円 △723千円
 

 

 

 

(企業結合等関係)

　該当事項はありません。

 

 

 

(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ 前第２四半期累計期間(自 2022年４月１日 至 2022年９月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

    (単位：千円)

 包装機械 生産機械 合計
調整額
(注)１

四半期損益計算書

計上額

(注)２

売上高      

  外部顧客への売上高 1,780,819 2,766,336 4,547,155 ― 4,547,155

  セグメント間の内部
　売上高又は振替高

― ― ― ― ―

計 1,780,819 2,766,336 4,547,155 ― 4,547,155

セグメント利益
又は損失（△）

△101,537 508,560 407,023 △289,225 117,797

 

(注) １. セグメント利益又は損失の調整額△289,225千円は全社費用であり、主に報告セグメントに帰属しない総務

部・ＣＳ部等管理部門の人件費・経費等であります。

    ２. セグメント利益又は損失は、四半期損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　該当事項はありません。
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Ⅱ 当第２四半期累計期間(自 2023年４月１日 至 2023年９月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

    (単位：千円)

 包装機械 生産機械 合計
調整額
(注)１

四半期損益計算書

計上額

(注)２

売上高      

  外部顧客への売上高 1,663,902 4,333,467 5,997,370 ― 5,997,370

  セグメント間の内部
　売上高又は振替高

― ― ― ― ―

計 1,663,902 4,333,467 5,997,370 ― 5,997,370

セグメント利益
又は損失（△）

△184,140 909,770 725,630 △301,372 424,257

 

(注) １. セグメント利益又は損失の調整額△301,372千円は全社費用であり、主に報告セグメントに帰属しない総務

部・ＣＳ部等管理部門の人件費・経費等であります。

    ２. セグメント利益又は損失は、四半期損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　該当事項はありません。

 
 
 

（収益認識関係）

顧客との契約から生じる収益を分解した情報

 
前第２四半期累計期間（自　2022年４月１日 至　2022年９月30日）

  (単位：千円)

 

 報告セグメント

その他 合計
包装機械 生産機械 計

日本 1,654,252 37,887 1,692,139 ― 1,692,139

北米・ヨーロッパ 381 2,728,448 2,728,830 ― 2,728,830

東南アジア 81,811 ― 81,811 ― 81,811

その他 44,374 ― 44,374 ― 44,374

顧客との契約から生じる収益 1,780,819 2,766,336 4,547,155 ― 4,547,155

その他の収益 ― ― ― ― ―

外部顧客への売上高 1,780,819 2,766,336 4,547,155 ― 4,547,155
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当第２四半期累計期間（自　2023年４月１日 至　2023年９月30日）

  (単位：千円)

 

 報告セグメント

その他 合計
包装機械 生産機械 計

日本 1,416,643 48,657 1,465,300 ― 1,465,300

北米・ヨーロッパ 755 4,281,991 4,282,746 ― 4,282,746

東南アジア 205,739 ― 205,739 ― 205,739

その他 40,764 2,819 43,583 ― 43,583

顧客との契約から生じる収益 1,663,902 4,333,467 5,997,370 ― 5,997,370

その他の収益 ― ― ― ― ―

外部顧客への売上高 1,663,902 4,333,467 5,997,370 ― 5,997,370
 

 
 
 

(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 

項目
前第２四半期累計期間
(自 2022年４月１日
至 2022年９月30日)

当第２四半期累計期間
(自 2023年４月１日
至 2023年９月30日)

１株当たり四半期純利益金額 116.95円 250.53円

 (算定上の基礎)   

　　四半期純利益　(千円) 163,746 350,810

　　普通株主に帰属しない金額 (千円) ― ―

　　普通株式に係る四半期純利益金額 (千円) 163,746 350,810

　　普通株式の期中平均株式数 (株) 1,400,109 1,400,293
 

(注) １．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２．株主資本において自己株式として計上されている信託に残存する自社の株式を期中平均株式数の計算におい

て控除する自己株式に含めております。　

なお、控除した当該自己株式の期中平均株式数は、前第２四半期累計期間37,990株　当第２四半期累計期間

　　37,605株であります。

 
　

 

(重要な後発事象)

該当事項はありません。

　

 
 
２ 【その他】

　該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

2023年11月14日

株式会社　東京自働機械製作所

取締役会 御中

東 陽 監 査 法 人
 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　東 京 事 務 所

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 安　　達　　則　　嗣  

 

 

指定社員

業務執行社員
 公認会計士 大　　橋　　　睦  

 

 

 

 

監査人の結論

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社東京自

働機械製作所の2023年４月１日から2024年３月31日までの第75期事業年度の第２四半期会計期間（2023年７月１日から

2023年９月30日まで）及び第２四半期累計期間（2023年４月１日から2023年９月30日まで）に係る四半期財務諸表、す

なわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書、四半期キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを

行った。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社東京自働機械製作所の2023年９月30日現在の財政状態並びに同日

をもって終了する第２四半期累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる

事項が全ての重要な点において認められなかった。

 

監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任」

に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監

査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断し

ている。

 
四半期財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期財務諸表

を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成し適

正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

四半期財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期財務諸表を作成することが適切であ

るかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に基づいて継続企業に関

する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにあ

る。
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四半期財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から四半

期財務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を通

じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レ

ビュー手続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して

実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認

められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期財務諸表において、我が国において一般に公正妥当と

認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかどう

か結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュー報告書において

四半期財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期財務諸表の注記事項が適切で

ない場合は、四半期財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の結論

は、四半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業とし

て存続できなくなる可能性がある。

・　四半期財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に

準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半期財務諸表の表

示、構成及び内容、並びに四半期財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせる事項が

認められないかどうかを評価する。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重要

な発見事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、

並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている

場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を

行う。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以  上

 
 

(注) １．上記の四半期レビュー報告書の原本は当社（四半期報告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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